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共創ネットワーク

　2018 年度から、2020 年度に予定されている新学習

指導要領の全面実施に対応する移行措置がいよいよ始

まります。移行措置とは、新学習指導要領の実施にあ

たり、現行の学習指導要領に基づいて学習している子

どもたちが、新しい学習指導要領においても円滑に学

習していけるように、全面実施に先駆けて内容の一部

を実施することです。新学習指導要領の始まりの 1 年

ともいえる 2018 年度から、どのような教育改革が行

われるのかを取り上げていきます。

（１）本格的に導入される「主体的・対話的で深い学び」

　新学習指導要領の全面実施まで、小学校では 2018

年度と 2019 年度の 2 年間、中学校では 2018 年度から

2020 年度の 3 年間が移行期間にあたります。文部科

学省が提示する「学習指導要領の改訂に伴う移行措置

の概要」によると、教科書の変更をともなわない総則・

総合的な学習・特別活動においては、2018 年度から

新学習指導要領に基づいた指導が行われるようになり

ます。

　新学習指導要領「総則」の中で改訂の大きなポイン

トの一つとなっているのが、「主体的・対話的な深い

学び」です。新学習指導要領では、子どもたちの質の

高い学びを実現し、生涯にわたり能動的に学び続ける

姿勢を身につけさせる授業を実現すること、いわゆる

アクティブ・ラーニングの視点からの授業改善を行う

ことを掲げています。移行措置が始まる 2018 年度か

らは新学習指導要領に基づき、グループ活動や話し合

いなどを取り入れた、子どもの主体性・協調性を重ん

じる授業が増えることになります。

（２）教員に求められる

　　「カリキュラム・マネジメント」の実現

　新学習指導要領に基づき、2020 年度からは小学校

における授業時間が年間 140 時間増加することになっ

ています。しかし、現在の時間割でも週 28 時間が限

界とされており、これ以上授業時間を増やすことは簡

単ではありません。このような授業時間に関する課題

に段階的に取り組んでいけるよう、移行期間中には授

業時間が年間 15 時間増えることになります。その代

わりに、移行期間中においては「総合的な学習の時間」

を一時的に減らすことができるようになりました。　

　また、新学習指導要領では、朝の 10 分から 15 分を

利用した、朝学習などの「短時間学習」を授業時間に

含むようになりました。さらに、夏休みや冬休みなど

の長期休業期間に授業を行ってもよいとしました。

　ここで求められるのが、新学習指導要領でもポイン

トの一つとなっている「カリキュラム・マネジメント」

です。増加する授業時間をどのように確保するかは、

各自治体・各学校の教員が児童や生徒の実態に基づい

てカリキュラムを考えていく必要があります。今後増

えていく授業時間をどのように確保するか、移行措置

の開始により教員のカリキュラム・マネジメントの模

索が始まると考えられています。

（３）「外国語教育」の授業時間増加と先行実施

　新学習指導要領が定める教科において、移行期間中

に大きな変更があるのが「外国語教育」です。新学習

指導要領では、小学 3・4 年生で「外国語活動」が年

間 35 時間、小学 5・6 年生で「外国語」が年間 70 時

間設けられます。現行の学習指導要領では、小学 5・

6年生の「外国語活動」を年間 35 時間としているので、
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小学 3 年生から 6 年生まで、新たに年間 35 時間の授

業数を確保しなければなりません。2020 年度の全面

実施に向け、段階的に授業数を増やしていくため、移

行期間中に、小学 3・4 年生で年間 15 時間、小学 5・

6 年生で年間 50 時間の授業数が設けられることにな

ります。

　また、外国語教育においては、2018 年度から各自

治体・各学校の判断で新課程の全部あるいは一部を先

行実施することができるようになります。つまり、

2018 年度からすでに小学 3 年生で年間 35 時間の授業

を行う学校が出てくる可能性があるということです。

また、先行実施する場合でも、授業時間は学校の判断

にゆだねられるので、全国の学校で外国語教育の授業

時間にちがいが生じると考えられます。

　外国語教育の授業数の増加は、教科書にも大きな影

響を与えます。現行の学習指導要領における「外国語

活動」では、文部科学省が全国の国公私立の小学校に

向けて配布しているテキスト「Hi, friends!」が使用

されています。このテキストは、小学 5・6 年生の児

童が年間 35 時間の授業で使用することを想定してつ

くられているので、子どもの学年と学習時間に合わせ

た新しい教材が必要になります。現在、文部科学省で

は移行措置や先行実施に向けて、小学 3 年生から 6 年

生まで使用できる新しい教材「We Can!」の準備が進

められています。これに伴い、各教材会社からも新し

い教材が多数販売されると予想されます。

　2018 年度から始まる外国語教育は、2020 年度以降

の中学校での外国語教育にも大きな影響を与えます。

今後の教育産業において、その動向を随時探っていく

必要があります。

（４）小学校から開始される「道徳の教科化」

　2018年度より、「特別な教科」として格上げされた「道

徳科」の授業が小学校で全面実施されます。2015 年 3

月に改正された学習指導要領に基づき、すでに 2015

年度から移行措置が始まっていましたが、2018 年度

からは検定教科書を使って授業が行われるようになり

ます。

　そもそも道徳教育は、学習指導要領において「学校

の教育活動全体を通じて行うもの」としており、授業

で使うための教科書もありませんでした。「道徳」の

授業は週１時間設けられていたものの、教科書ではな

く、文部科学省が作成する道徳用教材『心のノート』や、

教科書会社が発行する副読本が用いられてきました。

しかし、実際の授業が副読本を読むだけの時間になっ

てしまい、十分な道徳教育が行われていないのではな

いかという指摘がありました。また、いじめ問題やイ

ンターネット上でのトラブルなど、社会の変動により

子どもたちがかかえる問題が増え、社会生活を営むた

めのルールやマナー、判断力などが子どもたちにも求

められるようになりました。文部科学省は、「一人一

人が道徳的価値の自覚のもとで、自ら感じ、考え、他

者と対話し協働しながら、よりよい方向を目指す資質・

能力を備える」ことを目的に、「道徳」を国語や算数

などと並ぶ「教科」として格上げし、文部科学省の検

定教科書に基づいて授業を行う方針を示しました。ま

た、物語を読んで登場人物の心情を理解するだけの「読

む道徳」から、答えが一つではない道徳的な課題を一

人一人が考える「考え、議論する道徳」を目指した授

業目標を掲げました。2018 年度からは教科書を使っ

た新しい道徳の授業が行われるようになり、教育現場

がどのような工夫を行うのかに注目が集まります。

　このように、2018 年度から教育現場で新学習指導

要領の全面実施に向けた取り組みが行われるようにな

ります。来年から始まる教材・教具の改訂に向けて、

新学習指導要領の内容が教育現場でどのように実践さ

れていくのかに注目していく必要があります。

　　　　　　　　　　　　　　　（文 /学林舎編集部）
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大学入試共通テスト

　1 月 13 日（土）、14 日（日）に大学入試センター試

験が実施され、今年も、58 万人以上の志願者が、志

望校合格を目指して試験に臨みました。

　現行の大学入試センター試験の実施は 2020 年で最

後になり、2021 年に廃止されます。そして、大学入

試センター試験に代わって実施されるのが、「大学入

試共通テスト」です。

　大学入試共通テストは、「高校での学習を通じて、

大学教育に必要となる基礎的な力がどのぐらい身につ

いているのか」を評価するテストです。この位置づけ

は、大学入試センター試験と変わりません。ただし「学

校で学んだことを学習や生活の様々な場面で幅広く使

えるようになっているかどうかに対する評価は、今ま

で以上に重視されるようになります。」

　具体的には、

・学校で学んだ知識が、どのような場面でも使えるも

　のとして、身についているかどうか。（知識の深い理解）

・知っていることを使って思考したり、判断したり、

　表現したりする力が身についているかどうか。（思

　考力、判断力、表現力）などを問う問題が、今まで

　以上に重視されることになります。

　そのための具体的な変更点は、

・従来のマーク式問題に加え、記述式問題の導入。（当

　初は国語と数学Ⅰ・数学Ａのみ）

・マーク式問題の改善。（思考力、判断力、表現力を

　一層重視した作問への改善）です。また、英語では

　4 技能（聞く、読む、話す、書く）が評価されるよ

　うになります。

　大学入試共通テストは今までなかった新しい制度で

すので、これを作るのには多くのデータを集め、それ

らを分析することが必要となります。このデータを集

めるために、2017 年度と 2018 年度に試行調査（プレ

テスト）が実施されます。

　2017 年度の試行調査は、11 月 13 日（月）～ 11 月

24 日（金）内に、4 教科 11 科目での実施で、「記述式

＋マーク式」の試験として国語、数学Ⅰ・数学Ａが、「マ

ーク式」の試験として世界史Ｂ、日本史Ｂ、地理Ｂ、

現代社会、数学Ⅱ・数学Ｂ、物理、化学、生物、地学

が実施されました。なお、英語の試行調査は、今年の

2月に実施されることになっています。

　11 月の試行調査では、全国学力・学習状況調査の

Ｂ問題（知識活用力を問う問題）で出題されるような、

思考力、判断力、表現力を問う傾向の問題が多く出さ

れました。また、大学入試センター試験と比べ、ペー

ジ数は増加しましたが、問題数は減少しています。つ

まり、思考力、判断力、表現力を問う傾向の問題が出

されたことで、1 問あたりに処理しなければならない

情報量が増えたといえます。

　国語、数学Ⅰ・数学Ａでは、記述問題が各 3問出され

ました。国語、数学Ⅰ・数学Ａとも、客観的に採点でき

る問題が出されており、採点官によって採点にぶれが

でないように、十分な配慮がなされています。また、

受検者が自己採点できるように、自己採点の方法など

がまとめられた動画が公開されました。さらに、採点

時の観点が書かれた自己採点用紙が準備されています。

自己採点は、自分の解答に、解答に必要なキーワード

や条件が書かれているか、設問の条件を守られている

かなどを、受検者がチェックする形で行われました。

　2018 年度の試行調査は、11 月 10 日（土）、11 月 11

日（日）に実施が予定されています。高大接続改革の

重要な柱の一つである大学入学者選抜改革の、最も新

しい考え方が示されることになるのが、2018 年度の試

行調査です。今後も目を離すことはできないでしょう。

　　　　　　　　　　　　　　　（文／学林舎編集部）
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　2018 年が始まりました。今年は来月韓国の平昌で

冬季オリンピック・パラリンピックが開催され、また

今年はロシアでサッカーのワールドカップもありま

す。そして来年はラグビーワールドカップが日本で開

催され、そして 2020 年に東京で夏季オリンピック・

パラリンピックと続いていきます。大きなスポーツ競

技が目白押しというところですが、日本は少子高齢化

社会となり、今後、日本の人口は減少していきます。

特に子どもや若者の人口減少は深刻で、スポーツでは

競技者人口が減少します。当然人数が必要なチームス

ポーツは、既に学校単位でチームが組めず、複数の学

校と合同チームを組んで、試合をすることも珍しくあ

りません。

　そして 2018 年といえば大学進学世代が一段と減少

する、所謂“2018 年問題 ”が始まり、大学の受験者獲

得競争が激化する年です。先週は大学入試のセンター

試験が行われました。これから本格的な受験シーズン

を迎えますが、数年前に大手予備校の代々木ゼミナー

ルが、全国にある支部校のほとんどを閉鎖したことか

らも、一般試験で入試を受ける受験生が減少し、予備

校の必要性がなくなっています。スポーツが成り立た

なくなるのと同様、大学も経営難となる大学が続出し、

閉校や複数の大学の統合など、その数が減少していく

ことになります。

　ただし少子高齢化社会は、全て悪いことばかりでは

ありません。スポーツも大学も、生き残り策、可能性

はいくらでもあるのです。例えば、世界的には今後も

人口は増加していきます。当然若者世代も同様です。

近年観光で日本を訪れる、訪日外国人観光客は年々増

加しているように、大学も、そしてスポーツもその担

い手を海外から獲得することも、単に生き残り・存続

だけでなく、より発展させるうえで一つの選択肢とな

ります。スポーツでいえば、ラグビー日本代表には日

本国籍を取得したものだけでなく、外国籍のままでも

一定の条件をクリアすれば、日本代表ラグビーチーム

に参加することができます。また、外国人と結婚した

方の子どもが日本国籍を取得し、スポーツをしている

ケースも増えています。（陸上短距離のサニブラウン

選手やケンブリッジ飛鳥選手などの活躍。）

　アメリカのように大学の留学生が 100 万人を超える

事例があります。日本でも海外からの留学生を受け入

れることが、大学運営を健全化する選択肢となってい

きます。留学版爆買い、所謂“ 爆留学 ”です。既に日

本の大学へ留学するための予備校などが脚光を浴びて

いるなど、予備校ビジネスは日本人の受験生から外国

人受験生へ、その需要をシフトしています。となると

ここで重要になるのは、日本の大学力の問題です。近

年世界的な大学ランキングでは、日本の大学の評価が

下がり続けています。留学生ならだれでもいい、とい

うのではなく、優秀な若者を受け入れるためには、大

学ランキングで少しでも高い評価を受けることも重要

になります。日本では大学を受験する受験生の偏差値

のランキングはあっても、大学そのものを総合的に評

価するということはありません。今後大学の国際競争

力という、これまで持たなかった価値観に照らし合わ

せ、大学力の向上をしていくことが、日本の大学の生

き残り策の最優先課題となります。

　AI の時代、労働者不足は AI がカバーできますし、

外国人労働者の受け入れもできますが、スポーツや教

育の現場は人を育むところです。いかにして存続し、

発展させていくのか、そのために人間力の源である知

恵を活用しつくさねばなりません。（つづく）

2018年は人口減少と向き合う年
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